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計量行政審議会基本部会（平成２８年度第２回） 

議事録 

 

日時：平成２８年７月６日（水曜日） １３時１５分～１５時４５分 

場所：経済産業省別館１階１０１－２・１０３・１０５共用会議室 

 

議題： 

１．今後の審議の進め方について 

２．答申（案）の審議  

３．その他 

 

[配布資料] 

資料１－１ 今後の審議の進め方 

資料１－２ 基本部会（平成２８年度第１回）でなされた意見 

資料２   「今後の計量行政の在り方－次なる１０年に向けて－」（案） 

（計量行政審議会 答申（案）） 

 

[配布資料（参考資料）] 

参考資料１ 委員名簿 

参考資料２ 計量制度の概要（参考）（基本部会（平成２８年度第１回）資料） 
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出 席 者 

[部会長] 

高増 潔   国立大学法人東京大学大学院工学系研究科精密工学専攻教授 

[委員] 

一村 信吾  国立大学法人名古屋大学イノベーション戦略室長・教授 

大谷 進   日本電気計器検定所理事長 

大友 富子  全国地域婦人団体連絡協議会理事 

葛西 光子  公益社団法人日本消費生活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・相談員協会監事 

片桐 拓朗  一般財団法人日本品質保証機構理事 

木戸 啓人  電気事業連合会工務部長 

黒田 道子  東京工科大学名誉教授 

小林 雄志  一般社団法人日本計量振興協会推進部部長 

小谷野 泰宏 国立研究開発法人産業技術総合研究所計量標準総合センター 

工学計測標準研究部門統括研究主幹（高辻 利之 委員代理） 

瀧田 誠治  一般社団法人日本電気計測器工業会技術・標準部部長 

田中 正廣  一般社団法人日本環境測定分析協会会長 

田中 康之  一般社団法人日本計量機器工業連合会理事 

戸谷 嘉孝  東京都計量検定所所長 

山崎 京子  独立行政法人製品評価技術基盤機構認定センター次長 

 

（敬称略） 
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○吉岡計量行政室長  それでは、定刻より少々早いですが、皆さまお集まりのようです

ので、ただいまから平成28年度第２回計量行政審議会基本部会を開催させていただきます。 

 私は、事務局を務めさせていただきます経済産業省産業技術環境局計量行政室長の吉岡

でございます。このたび６月17日付で計量行政室長に着任いたしました。計量制度の見直

しにつきましては、先日来より熱心なご議論をいただいておりますことを承知しておりま

す。今までの流れを引き継ぎ、ご審議いただきました答申を受けまして、年度内に必要な

制度の見直しをやり遂げたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず、本部会の開催に当たりまして、大臣官房審議官（産業技術環境局担

当）、保坂伸よりご挨拶を申し上げます。 

○保坂大臣官房審議官  先月６月17日付で、星野の後任でまいりました保坂と申します。 

 前職は経済産業政策局のほうで審議官をやっていまして、ちょうどＡＩやＩｏＴの関係

で産業構造審議会を回してレポートを出したところで、これからＡＩやＩｏＴを中心に技

術イノベーションは非常に大事だということで、こちらの局に直接行って実行してこいと

いうことをいわれて送られてきた次第でございます。 

 きょうは大変お忙しい中、委員の皆様方にお集まりいただきまして本当にありがとうご

ざいます。 

 前任からも、こちら側も管理職サイドが随分かわりまして、引き継ぎ等万全を期してや

っているところでございますけれども、下を支えている者たちは皆さん残って専門家とし

て頑張っているところです。前任の星野からも、とにかく計量は久しぶりのきちんとした

制度改正でもあるので、非常に大事だということを引き継いでいまして、私もこの２週間

勉強してきた中では非常に大事だというふうに考えていますので、前回１回目のところで

論点が幾つか出ておられるようなので、引き続きご議論いただいて、きちんとした制度改

正、これから日本の技術の競争力なり科学の発展のために資するような計量制度にしてい

きたいと思いますので、ご協力方お願いをいたします。よろしくお願いします。 

○吉岡計量行政室長  本日は、部会の開催に必要な定数を満たしております。基本部会

は、計量法施行規則第110条第１項及び第６項の規定に基づき成立していることを報告い

たします。委員及び関係者の皆様におかれましては、ご多忙の中、ご出席賜りましてあり

がとうございます。 

 なお、本部会につきましては公開で行います。写真撮影につきましては議事に入るまで

とさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 
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 また、本日の基本部会は、メインテーブルの皆様におかれましてはお手元に配付してご

ざいますｉＰａｄにて資料のほうをご用意しておりますので、ｉＰａｄにて本日の資料を

ごらんいただけますようよろしくお願いいたします。 

 続きまして、参考資料１に基づきまして、委員の紹介のほうを進めさせていただきます。 

 今回より、電気事業連合会工務部長、早田委員にかわりまして、木戸電気事業連合会工

務部長が委員として就任いたしました。どうぞよろしくお願いいたします。 

○木戸委員  よろしくお願いします。 

○吉岡計量行政室長  なお、本日は、金澤慶應義塾大学薬学部教授、河村主婦連合会事

務局長が所用によりご欠席となっております。 

 また、高辻産業技術総合研究所計量標準総合センター工学計測標準研究部門長は所用に

よりご欠席となっておりますが、高辻委員の代理といたしまして小谷野産業技術総合研究

所統括研究主幹にお越しいただいていますので、よろしくお願いいたします。 

○小谷野氏  よろしくお願いします。 

○吉岡計量行政室長  また、東京都計量検定所の戸谷委員がおくれる旨の連絡が来てお

ります。 

 それでは、これから議事に入りますので、恐れ入りますが写真撮影はここまでとさせて

いただきます。以降の撮影はご遠慮お願いいたします。 

 それでは、以降の議事進行は高増部会長にお願いいたします。高増部会長、よろしくお

願いいたします。 

○高増部会長  では、議事を進めたいと思いますけれども、前回第１回でかなり幅広く

議論をしていただいて、非常にいい議論ができたと思います。今回はそれをもとにして答

申の案を事務局のほうでつくっていただいたので、それらの審議をしたいと思っておりま

す。時間も限られているので、効率的に大切なところの方向性を決めていきたいと思いま

す。 

 それから、本議会の議事の運営ですけれども、議事、配付資料、議事録は原則公開とし

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

 では、配付資料の確認から始めたいと思います。では、事務局のほうから説明をお願い

します。 

○田中計量行政室室長補佐  では、事務局から配付資料の説明を差し上げます。 

 本日の配付資料につきましては、前回同様お手元のｉＰａｄにて各自ご参照をお願いい
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たします。資料の切りかえにつきましては、左上のボタンで「完了」というボタンを押し

ていただければ別のそれぞれの資料をご参照いただくことができます。 

 資料につきましては、まず資料１―１「今後の審議の進め方」、資料１―２「基本部会

（平成28年度第１回）でなされた意見」、資料２「『今後の計量行政の在り方―次なる10年

に向けて―』（案）（計量行政審議会答申（案））」となります。参考資料につきましては、

参考資料１「委員名簿」、参考資料２で、前回の資料にもございました「計量制度の概

要」となります。 

 配付資料につきましては以上でございます。 

○高増部会長  ありがとうございます。 

 それでは、まず、資料１―１の「今後の審議の進め方」について、まず事務局から説明

をお願いします。 

○田中計量行政室室長補佐  それでは、事務局から、資料１―１の説明を差し上げます。

ｉＰａｄで資料１―１のご参照をお願いいたします。 

 「今後の審議の進め方」でございまして、今後のスケジュールをお示ししております。 

 １．につきましては、審議の主なスケジュールを案として記載をしております。こちら

は、第１回からスケジュールについてはお示ししておりますとおりでございまして、基本

部会につきましては前回の６月10日から次回の７月29日までに計３回開催し、答申（案）

を作成することといたします。その後、計量行政審議会におきましては８月８日に開催い

たしまして、答申（案）につきまして審議をいたしまして、議決をいたします。その後、

１ヵ月間パブリックコメントを経た後に答申といたします。 

 計量行政室では、計量行政審議会の答申に基づき、平成29年４月の公布をめどに所要の

政省令等の措置の検討を行うこととしております。 

 具体的なスケジュールにつきましては、１．の表のとおりでございます。 

 ２．でございますが、答申（案）の審議の進め方でございます。 

 本日、答申（案）につきまして審議を開始いたします。ただ、本日のみで審議が終了す

るわけではございません。第２回基本部会開催後、答申（案）へ、本日各委員よりいただ

きましたご意見と事務局による追記を盛り込みまして、答申（案）を７月29日の第３回の

前までに各委員の皆様へ電子メールにて意見照会を行います。意見照会を行いまして、そ

の電子メールでいただいたご意見も盛り込みまして、７月29日の第３回基本部会にて基本

部会でのとりまとめとしての審議を行うことといたします。ご了承いただいた場合は、答
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申（案）を８月８日の計量行政審議会にて審議いたします。 

 なお、次回の７月29日に関しましては、ご意見をその場でいただいて追記が必要な場合

等は、その場でご了承いただくか、もしくは部会長に扱いを一任していただくことといた

します。 

 資料１―１につきましては以上でございます。 

○高増部会長  ただいま事務局から今後の審議の進め方について説明がございましたけ

れども、何かご質問、ご意見などはございますでしょうか。 

＜意見なし＞ 

よろしいでしょうか。 

 今説明があったように、できればきょう、議論すべき方針については方向性はちゃんと

出したいと思います。次回、第３回では、答申（案）そのものについて細かいところまで

問題点があれば修正をしたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 では、続きまして、資料１―２、前回の基本部会でなされた意見について、事務局から

説明をお願いします。 

○田中計量行政室室長補佐  それでは、事務局より資料１―２についてご説明を差し上

げます。資料１―２をご参照お願いいたします。 

 こちらにつきましては、前回６月10日の基本部会（平成28年度第１回）でなされた意見

についてとりまとめたものでございます。こちらは、６月10日にいただきましたご意見が

ほぼ集約されて入っております。 

 こちら、分量が多うございますので、全てを読み上げることは本日は割愛をさせていた

だきますが、全体の、前回の振りかえっての流れといたしましては、前回、事務局から見

直しの方向性について提示をさせていただきました。全体的な方向性としてはおおむねご

了承、ご賛同いただけたというふうに認識をしております。特に民間事業者の参入の議論

や技術の進歩に伴う見直しの話がございました。 

 ただし、幾つかの点につきましてはご指摘をいただいたという認識をしております。 

 一つ大きくございますのは、制度の信頼性の確保という観点がございます。やはり民間

事業者の参入に関して幅広く認めていくという方向はあるのですけれども、例えば何でも

認めて信頼性や社会の安全・安心という観点が抜け落ちてはいけないというご意見もござ

いました。また、それぞれの論点で、やはり信頼性を確保すべきではないかというご意見
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を種々いただいたところでございます。こちらにつきましては、なるべくそういったこと

を本日のご審議いただきます答申（案）にも盛り込みまして構成をしております。 

 あと、もう一点、加えていたしますと、若干、見直しをしていく中で、例えば手数料や

コストといった、やはり見直しをする中で別の影響があるのではないかというご意見をい

ただいております。そういったものにつきましても、それぞれ答申（案）には反映をさせ

ているという状況でございます。 

 前回のご意見を全てはご紹介いたしませんでしたが、これで資料１―２の説明とさせて

いただきます。 

 以上でございます。 

○高増部会長  ありがとうございました。 

 これから答申（案）を議論するときも少しこの資料１―２を見返していただいて、前回

の議論を思い出していただきながら方向性についてご意見をいただければと思います。 

 では、議題２「答申（案）の審議」のほうに移りたいと思います。 

 本日はこれをやりたいわけですけれども、資料２が前回の議論を踏まえて事務局で準備

していただいた答申（案）でございます。本日、前回の議論を踏まえて、この案について

方向性――前回それほど大きな方向性について議論はなかったのですが、やはり細かい点

はありましたので、それについて方向性をかためるような審議をしたいと思います。 

 審議の仕方ですけれども、前回と同様に３つの視点がございますので、それに従って答

申（案）のほうも第１章、第２章、第３章というふうに分けて書かれておりますので、そ

れぞれの章について事務局から説明をいただいて、その後議論をするというような形式で

進めたいと思います。 

 では、まず、資料２の答申（案）の構成とか、あと、「はじめに」から第１章の部分に

ついて説明を事務局からお願いします。 

○田中計量行政室室長補佐  では、事務局より資料２のご説明を差し上げます。資料２

のご参照をお願いいたします。 

 こちらが答申（案）でございまして、本日はほぼこのご審議をいただくということにな

ります。 

 まず、この答申（案）でございますが、今回の計量制度の見直しに関しましては、経済

産業大臣より今後の計量法の施行のあり方について諮問があったことを受けて作成をされ

るものでございます。この答申を、最終的には計量行政審議会としての答申という形で提
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示をいただきまして、今後の計量制度の見直しを進めるということでございますので、計

量制度の見直しの中で大変重要な位置づけを担っているものでございます。 

 本日はこちらのご審議をいただくわけでございますが、まず初めに答申（案）の構成に

ついて説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、最初のページなのですけれども、「今後の計量行政の在り方―次なる10年に向け

て―」というタイトルをつけております。「次なる10年に向けて」というのは、後ほどご

説明を差し上げますが、10年ぶりに計量行政審議会の総会を開催したこともございまして、

やはり10年というのを一つの目安と考えておりまして、次なる10年を一つの新たなる計量

制度の出発点としたいという思いで、この答申（案）というのを、事務局案でございます

がご提示をしております。 

 １枚おめくりをいただきまして、目次でございます。 

 目次で答申（案）の構成を記載しておりますが、まず、「はじめに」という序文がござ

いまして、章立てといたしましては第１章、第２章、第３章とございます。こちらは、前

回までご議論をいただきました３つの視点に従って章立てをしております。前回の基本部

会で21の論点というご説明を差し上げました。今回この答申（案）には、この21の論点の

要素は一通り全て順番に入っているものになっております。ですので、この論点の順番に

章の中の項目も記載をされているという状況になっております。 

 第１章、第２章、第３章とございまして、次に「計量制度見直しの21の論点」というこ

とで、後半でご説明差し上げますけれども、論点ごとの方向性をまとめたものを、いま一

度表にしてお示しをしております。 

 その後、最後に「おわりに」ということで記載をしておりまして、こちらが答申（案）

の構成となっております。 

 次のページをおめくりいただきまして、「はじめに」でございます。こちらが、「はじめ

に―次なる10年に向けて―」ということで序文になっております。 

 ここは、重要なポイントといたしましては、１段落目は、従来より、前回もご説明をさ

せていただきました計量制度の例えば沿革、「昭和26年の計量法制定以降、平成５年の改

正計量法の施行を経て」ということと、見直しの目的を記載しております。 

 ２段落目になるのですけれども、「計量行政審議会では、平成28年５月11日に」という

諮問の次、「以下の３つの視点から、制度全体の現状と今後の展望を見据えつつ、21の論

点について議論を行い、短期（２～３年程度以内）、中長期（５～10年程度）」、こちらに
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２つに分けて方向性をお示ししております。今後の答申（案）の中にも、この短期の観点

のものと中長期の観点のものと出てまいります。こちらで取り組むべき方向性を示してお

ります。 

 いま一度この３つの視点をおさらいいたしますと、１つ目は「民間事業者の参入の促

進」ということでございまして、民間の製造事業者・試験所等の参入や計量士の活用を促

進するための見直しを行うものでございます。 

 ２つ目が「技術革新、社会的環境変化への対応」ということでございまして、計量器の

技術革新、計量制度を取り巻く社会的環境に対応するものです。 

 ３つ目が「規制範囲・規定事項の再整理・明確化」ということでございます。 

 次におめくりいただきますと、２ページ目では、もう第１章が始まってございます。 

 こちら、本日は答申（案）の全ての一言一句を読み上げることは時間の都合上難しいも

のでございますから、まず、この中の重要なポイントと、前回の第１回、６月10日でご審

議いただいた事項と若干変更があった部分ついて中心にご説明を差し上げたいと思います。 

 まずは、第１章の中の項目でございますが、第１章では大きく３つに分けております。 

 １つ目が「計量器による適正な計量の実施の確保」ということで、主に計量器に関する

制度の項目を挙げております。こちらは、具体的に１つ、前回論点になりました型式承認

制度の記載で、１つ、この答申の見方を説明させていただきます。 

 まず初めに、３ページになりますが、「型式承認制度（試験成績書）の受け入れ」とい

うことで、まず、制度全体の現状と今後の展望について記載をしております。こちらにつ

きましては、見直しの論点というよりはもう少し広い視点で、この制度について現状どう

であるか、今後どうあるべきかという総論のようなものをまとめたものになっております。 

 次におめくりいただきますと、４ページでございますが、②というのが出てきまして、

「具体的な見直しの方向性」というもので枠囲みになってございます。こちらは、各項目

にこの「具体的な見直しの方向性」というのが出てくるのですが、こちらで「短期的取組

み」と「中長期取組み」を記載しているものでございます。こちらが特に今後こういうふ

うに見直しを行っていくべきではないかというようなところになりますので、大変重要な

記述ということになります。 

 次に、③の「見直しにあたり整備する要件」。これは、項目にあって、この③があるも

のとないものとございますが、あるものについては、この見直しを実現するに当たって具

体的にどういったものを整備するべきであるか、整備しなければならないかということを
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記載しております。特に重要なのが、例えば制度の信頼性の確保が重要ではないかという

ようなご指摘については、こちらの③で記載をしているというようなものでございます。

こういった記載のものが、21個の論点、順番に出てくるという状況でございます。答申

（案）につきましては、こういった構成で記載をしているものでございます。 

 次に、具体的な記載の内容、中身のご説明をさせていただきます。 

 まず、１つ目が、型式承認制度につきましては、前回、試験成績書の受け入れを行うべ

きではないかと。現在産総研で実施している型式承認試験について、例えば民間の試験所

が実施した試験成績書を受け入れるべきではないかという論点がございました。 

 ここで、４ページの②の枠囲み、「具体的な見直しの方向性」を記載しておりますが、

ここは基本的に前回の記載と同じような記載をしております。「短期的取組み」としては、

「型式承認における試験成績書の受入れを行うべく、所要の見直しを速やかに実施する」

などですね。特に「非自動はかり」の受け入れ体制を整備するというものでございます。 

 「中長期的取組み」としては、他の計量器は、ほかの動向を踏まえて実施を検討すると

いうことでございます。あと、次ですけれども、「産総研が中心となり、ＮＩＴＥ、計量

器メーカー等とも連携し、ＭＡＡ制度の推進のため、国内体制の整備、国際提案の取組み

を積極的に行う」とございますが、この答申（案）では、国が実施するものだけではなく、

例えば産総研ですとか、ほかの関係機関ですとか、そういったものがやるべきではないか

というものも随所随所に盛り込んでおりますので、こちらについてもごらんをいただけれ

ば幸いでございます。 

 ③の「見直しにあたり整備する要件」といたしましては、「制度の信頼性の確保」とい

うことでは、大前提といたしましては、「民間事業者による試験成績書の受入れを実施し

ても、信頼性は確保されるよう所要の整備を行う」ということでございます。具体的には

どういう措置があるかということでございまして、いろいろ、ＩＳＯ17025ですとか、も

ろもろの基準がございますということでございます。 

 こちらが型式承認の記述でございます。 

 前回は、次の論点でございますけれども、検定制度についても指定検定機関の指定要件

の見直しが必要ではないかという論点がございました。こちらにつきましては５ページ、

６ページになりますが、こちらにつきましては前回ご議論いただいた内容とほぼ同じよう

な内容で記載をしております。６ページの②には「具体的な見直しの方向性」が記載され

ておりますので、こちらもごらんいただければ幸いでございます。 



- 11 - 

 

 ７ページには、指定製造事業者制度、ＩＳＯ9001の活用の議論がございました。こちら

につきましても、前回６月10日と同様の記載をしております。こちらが８ページまでにな

ります。 

 次に、９ページからでございますが、９ページからが大きなⅡということで、「自主的

な計量管理」ということでございまして、計量士の活用の記載をしております。 

 こちらにつきましては、まず９ページで、計量士がどういう状況であるかということを

記載しております。 

 こちらの論点につきましては、具体的には計量士の資格を取得するに当たって、実務経

験年数を例えば短くしてはどうかという論点がございました。こちらにつきましては前回

ご意見をいただいた点もございますが、10ページに方向性を記載しております。 

 具体的には②の「具体的な見直しの方向性」というところで記載をしておりますが、一

般計量士の「資格認定コース」、産総研の研修が行われるものですが、そちらは、今は５

年という実務経験期間が必要だったのですけれども、それを短縮すべきではないかという

論点が前回ございました。ただ、前回ご議論いただいた中で、この短縮期間に応じた教習

をやはり実施すべきではないか、要するに、短縮する分だけの見合う教習をすべきではな

いかというご意見をいただいております。こちらにつきましては、ここで具体的に盛り込

んで、「教習を実施し、義務付けることを検討する」と記載をさせていただいております。 

 また、ここでは、各種計量士の登録後も、知識の習得ですとか技能教習等を実施するこ

とが必要であるということを記載しております。 

 また、例えば計量器団体ですとか計量士団体に講師の参画や教材の提供などを行ってい

ただいて、計量教習にご助力いただくことを認めるべきではないかということを記載して

おります。 

 また、計量士の関係団体は、自主的なフォローアップや研修を通じて計量士の技量の維

持・向上に努めるべきではないかと記載をしております。 

 あと、11ページからは、これも前回議論になりました適正計量管理事業所制度でござい

まして、ＩＳＯ10012の議論でございます。 

 こちらにつきましては、前回この場でご議論いただきました、この指定の要件は現在省

令で決められているのですけれども、その要件の一つとしてＩＳＯ10012の要件を選択的

に認めるかどうかというところでございます。こちらにつきましては、前回の後に事務局

でも再度精査・検討いたしまして、若干方向性の記載ぶりを変更したところでございます。



- 12 - 

 

こちらにつきましては変更したところでございますので、ちょっと詳しく読み上げさせて

いただきます。 

 12ページの②の「具体的な見直しの方向性」というところでございます。こちらの「中

長期取組み」になるのですけれども、「適正計量管理事業所の現行の指定基準を残した上

で、ＩＳＯ10012を適正計量管理事業所の指定基準の計量管理方法として選択できるよう

認めるかどうかについては、今後の発展が期待される第三者認証の状況を国が確認した上

で、確認の結果により国が判断することとする」とさせていただきます。こちらにつきま

しては、事務局で検討をいたしまして、このような書きぶりで、今、案としておもちをし

ております。 

 あと、第１章の最後でございますが、14ページ、15ページにつきましては、「計量器の

精度を確保する基準器検査」ということでございまして、基準器検査と、あとＪＣＳＳ制

度に関する記述となっております。こちらにつきましては第１回の６月10日の資料とほぼ

同様の記載としておりますので、ご参照いただければ幸いでございます。 

 事務局からは以上でございます。 

○高増部会長  ありがとうございました。 

 ちょっと私から少し、全体的なことを確認したいのですけれども、まず、タイトルです

けれども、これは今後10年審議会を開かないという意味ではないですよね（笑声）。中長

期的なことも踏まえて答申をするという。これは冗談ですけれども。 

 次に、目次なのですけれども、１章が最初の視点で、１章のⅠの（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ）が前

回の論点の１、２、３。その後、「自主的な計量管理」のところが論点の４、５。Ⅲの

「計量器の精度を確保する基準器検査」というのが論点の６に当たるということでよろし

いかと。 

 ということで、前回の議論の資料１―２をみながら、この論点の１から６までが対応し

ていることですね。 

 そうすると、先ほどご説明もありましたように、最初のⅠ、Ⅱ、Ⅲでは、制度の信頼性

の確保というのがかなり大きな問題だったような気がするのですけれども、その辺も踏ま

えて、最初の第１章のⅠのところでご意見、ご質問等がございましたら、まずその辺から

議論をしたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○田中（康）委員  確認ですが、これは型式承認制度の試験制度の受け入れということ

で、全ての試験データではなくても、一部であっても認めていただけるという認識でよろ
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しいでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  こちらは、もちろん制度上、将来的には全部も一部もとい

うようなことが理想ではございますが、実際には、例えば受け入れ側の産総研側の体制に

も実はよるかと思います。そのあたり、もし産総研からご意見があれば、いかがでしょう

か。 

○小谷野氏  型式承認制度でありますので、基本的に型式承認の中で行われる試験とい

うのはさまざまな試験がございますので、全ての試験ということになりますとかなりの量

がございます。ですから、我々のところでも１ヵ月から３ヵ月程度の期間をかけて行って

いるわけですので、その中で全ての試験ということもあり得ると思いますし、もしくは、

その中の項目ごと、一部の試験ということも考えられるかと思います。 

○高増部会長  ありがとうございます。前回、田中（康）委員からの意見でも、繰り返

し試験とか、温度サイクルなんかの試験というようなこととか、ＥＭＳとか、電磁場とか、

そういうところを個別に認めてもらうようなことも考えられるかということで。 

 ほかにご意見はございますか。 

○片桐委員  ５ページ目の検定制度のところなのですけれども、３点ほど確認です。 

 まず、もともと特定計量器については、計量器の正確さを消費者自からは確認できない

ので、こういった検定制度で正確さ担保の役割を果たすということだったと思いますけれ

ども、そのときに、やはり公平性・公正性が非常に重要ではないかということで、今回民

間参入というところで、その公平性・公正性・独立性を維持するために、例えば過去の検

討会で出されたＩＳＯ17020の特にタイプＡに限定するとか、そういった製造事業者が直

接検定機関になるなど、その辺のところはかなり疑問があるのではないかと思います。 

 それから、前回の基本部会の資料の中では、その公平性の確保のために、製造事業者の

試験機関の場合は別法人という条件だけではなく、資本関係・人的関係の制限が必要では

ないかという記載があったのですけれども、これが今回はちょっとなくなっているので、

やはりこういう条件が必要なのではないかと考えます。 

 それから、２点目が、例えば修理事業者等が検定を実施した場合に、本当にそれが消費

者の利益になるかどうかというところで、現状のはかりの修理検定の、検定をやっている

実績をみても１％ぐらいの不合格が出ているはかりであるようなので、その修理事業者が

みずから修理してみずから検定をやったときに、きちんとそういう不合格が検出できるの

かどうか、その辺をぜひ一回ご確認いただきたい。 
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 それから、３点目が、器差のみ検定の指定検定機関、これについても前回資料で「地方

自治体の業務の補完を目的として」という記述とか、あるいは第１回審議会の行政室長さ

んの発言の中でも、都道府県が器差検定をやっているものについて、こういう適正計量を

確保したいというご発言がありましたので、そういったところの表現をできれば入れてい

ただきたいと考えます。 

○田中計量行政室室長補佐  ありがとうございます。ご指摘いただいた点を答申（案）

に追記を検討いたします。 

 例えば前回ありました資本・人的関係の制限の記述や、あと、先ほどご指摘いただきま

した都道府県のリソースの補完という話も、ご指摘いただいたとおり記載を考えます。 

 以上でございます。 

○高増部会長  よろしいでしょうか。先ほどからもいっているように、やはりここでは

信頼性の確保というのが一番重要だと思いますので、そこはしっかり書きかえていただき

たいと思います。 

 多分この辺のもう一つは、今いっていた地方自治体の関係なのですけれども、何か。制

度の信頼性の確保という意味で、何かご意見があればいただきたいのですが。答申（案）

に関して。 

○戸谷委員  やはりそれは中立性・公正性とセットで、サーベイランスの仕組みを構築

して盛り込んでいただければ、おのずとそういうものもチェックができるのではないかと

考えます。確かに修理事業者さんがみずからというのは公平性や中立性の点でどうなんだ

というのはあると思うのですけれども、そこはそこで、どこかの記述で部門を分けるとか

ありましたけれども、いろいろな工夫をしていただいた上でサーベイランスの仕組みを盛

り込んでいただければと思います。 

○高増部会長  ありがとうございました。１章で一つ大きなのがそこの点だと思います。 

 それから、あと１章に関しては、計量士の問題、適正管理事業者の話と、それから最後

に基準器検査の話等もございましたけれども、その辺も含めてほかにご意見は。 

○一村委員  最初の型式承認を例にとりますけれども、全体につながる話かと思います。

「短期的取組み」「中長期的取組み」というふうに明確に分けていただいているのは非常

によくわかりやすいです。けれども、例えばその型式承認をとりますと、「短期的取組

み」では非自動はかりが全面的に入ってくるということはわかるのですが、一方、「中長

期的取組み」になると、こういう書き方では、どの条件がクリアされると次のステップに
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行くのかがわかりにくいわけですね。極端な言い方をすると、中長期は５年から10年とい

う期間が設定されていて、10年間このまま塩漬けになるのか。それともこの条件がクリア

されると次のステップに行くのか、そのあたりがもう少しわかるように記述いただけると

全体に設定というのがクリアになるのではないかと思います。 

 以上です。 

○高増部会長  今のご指摘は４ページのところの「具体的な見直しの方向性」。 

○田中計量行政室室長補佐  ありがとうございます。ご指摘いただいたとおりかと思い

ます。 

 ここで非自動はかりと特出しして記載してありまして、それとほかの計量器で何が違う

かという話なのですけれども、一つは、まず、国内の状況におきまして、国内でこの試験

成績書の受け入れをご希望されるいわゆる事業者が、非自動はかりは、今のところ、現状、

我々も認識をしており、多いであろうということでございまして、いわゆるほかの計量器

の製造メーカーもご希望をされるかどうかというところでございます。もちろんそのご希

望が多ければ、我々としてもしっかり検討をして体制を整えなければならないというのが

１点ございます。 

 あとは、もちろんこれは産総研側の受け入れ体制といいますか、技術的な面もございま

すし、あと、計量器のそれぞれによって構造や特性も違いますので、そういったものから

判断をするという技術的なところも加味をされるというように認識をしております。もち

ろん、それがクリアされれば、ほかの計量器でもこれはどんどんこの仕組みを活用すると

いうことになります。 

 以上でございます。 

○高増部会長  今ご説明があったのですが、今ご指摘があったように、やはり何かそう

いうところを少し書いていただいたほうがわかりやすいと思いました。 

 ということで、多分この辺については非自動はかりを一つの最初のターゲットとしてや

ってみて――やってみてというのも変なのですけれども、これで制度の信頼性を確保でき

るというようなことが多分明確になれば、ほかもどんどんやっていけるのではないかと思

うので。だから、結構ここは要で、非自動はかりで、それでも誰もやらないとかになって

しまうとどうしようもないのですけれども、こういうことが実際にできて、それが効率的

であり、制度の信頼性が確保できているということが実証されるということが多分必要だ

と思いますけれども。 
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 非自動はかりのことについて、何かご意見はございますか。 

○田中（康）委員  ＩＳＯ17025の認定基準は、かなり難しい条件にはなっていく、と

感じています。ただ、それをやってでも我々の試験結果を認めていただけるということは

スピードアップにつながるので、ぜひやらせていただきたいと考えております。 

 もう一つは、それ以外に、前回もちょっと申し上げさせていただいたのですが、電磁場

であったり、かなり大がかりな試験装置の場合、国や県、または市町村が所有する設備も

利用できると便利ですが、そういった公の機関がＩＳＯ17025を取得していただけるのか

どうか。あるいは、ＩＳＯ17025を取得しなくてもほかの方法で産総研として受け入れて

いただくことが可能なのかという点に関して、どのようにお考えでしょうか。 

○高増部会長  どうですか。 

○小谷野氏  今、この答申の中では17025というのは出ておりますけれども、では、そ

れ以外にどういった方法があるかというのは、ちょっとまだ我々としてもこれがというこ

とはいえる状況にはないので、ちょっと何ともいえないのですが、今、現時点では17025

を推奨させていただいているという状況かと思います。 

○田中（康）委員  ありがとうございます。 

○大谷委員  コメントに近いのですが、非自動はかりということに限らずということで

コメントさせていただきます。 

 大事だと思っているのは、やはり４ページのところの③の信頼性の確保というところに

なるかと思っております。その中で、「○」の２つ目で「加えて、さらなる信頼性」云々

というところで、ガイドラインの整備というところで、例えば括弧で例として「ＩＬＡＣ

/ＭＲＡ署名認定機関による試験所」あるいは今までの承認機関で得られたデータを参照

するということになっているかと思います。この中で、要は性能あるいは構造検査、それ

を満たす、満たさないという結果論のみならず、場合によっては途中途中のデータにつき

ましても、信憑性を高めるために追加で提出いただくといったことをお願いすることにな

るかと思っております。それは特定計量器ごとに変わると思われるため、このガイドライ

ンというのが一つではなくて、大きなガイドラインが一つあって、それプラス特定計量器

ごとのガイドラインを整備されていくということを考えられるのがいいのではないかなと

いうふうに思っております。 

○高増部会長  ありがとうございました。 

 では、１章全体を含めて、ほかに何かご指摘の点とかはございますでしょうか。 
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○片桐委員  指定製造事業者のところ、ちょっとコメントだけしたいのですけれども、

ISO9001番の認証結果を活用というのは非常にいいことだと思うのですけれども、実は、

計量法の指定製造事業者の指定は工場ごとになっていると思うのですけれども、9001番は

複数の工場一括でとられている例が結構多くて、そのまま認証結果を受け入れたときに管

理する範囲が違っていて受け入れが難しいということが多分出てくると思いますので、そ

ういったところをうまくクリアできるような仕組みにしないと、実際につくっても動かな

いのではないかと思います。 

○高増部会長  どうもご指摘ありがとうございました。 

 では、ほかに。 

○山崎委員  ＮＩＴＥでございます。 

 基準器検査にＪＣＳＳの証明書を使える、活用できる部分は活用するという方針のとこ

ろですけれども、15ページの「③見直しにあたり整備する要件」の２つ目の「○」のとこ

ろで、ＪＣＳＳは海外事業者には適用できないので、指定外国製造事業者に対しては1702

5校正事業者の校正証明書を活用するに際し、ＩＬＡＣやＭＲＡ署名認定機関により認定

された校正機関とするなど、ガイドラインを作成するということでまとめられておられる

のですけれども、その外国の認定機関により認定された校正証明書となると、その国の国

家計量標準にトレーサブルな証明書も含まれるということになるのではないかと思うので

すが、その点はいかがでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  済みません、ご指摘いただいたものが含まれるとしたら、

何か不都合といいますか、問題はあるのでしょうか。 

○山崎委員  いえ、特に不都合とか問題とかいうわけではなくて、計量法の中の制度と

してそういうものも認めていくということでよろしいのでしょうかという単純な質問でご

ざいます。 

○高増部会長  ＪＣＳＳとトレーサビリティーというのはちょっと違いますよね。それ

で、例えば国内でも計量検定所に何か頼んで校正してもらうと何かトレーサブルだけど、

別にでもＪＣＳＳでなければというようなこともあると思うのですけれども。 

○山崎委員  おっしゃるとおりです。ですので、ＪＣＳＳはご承知のとおり産総研に最

終的にトレーサビリティーを証明されている制度ですので、そことは違う外国の標準に今

度はトレーサブルなもの、外国製造事業者の場合はそういうものになってしまうというこ

とですかという単純な質問でございます。 
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○田中計量行政室室長補佐  済みません、ここの「○」の項目は、ＪＣＳＳが海外事業

者に適用できないので、海外の事業者をどうするかということに当たって、こういうこと

が考えられるのではないかというふうに記載をさせていただいたので、ここはもう一度事

務局で検討させていただいて、より適切な書きぶりにしたいと思います。 

○山崎委員  ありがとうございました。 

○田中（康）委員  14ページに関して、ＪＣＳＳの検査結果を基準器検査において活用

できるようにするという事が基本的な内容だと思いますが、この「具体的な見直しの方向

性」の中の「分銅、社会的環境」にというようなところで、「速やかにＪＩＳの整備に着

手し、所要の見直しを実施する」とあります。分銅とかというのは、もう既にＪＩＳ化さ

れているため、ここを少しご説明いただきたいなという点と、あと、15ページの技術基準

の整備に関して、これもＪＣＳＳの検査結果を基準器検査に使うという観点からどのよう

につながっていくのか読み取れなかったので、この点もご説明いただけますか。 

○高増部会長  事務局のほう、どうでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  こちらにつきましては、もともと、今の技術基準というの

が省令に定められているという現状がございますので、ここでＪＩＳと書かれている、特

に技術の整備ですが、15ページに書かれているのは、いわゆるこの省令をＪＩＳにすると

いうところを指しております。この特定計量器の技術基準というのは既にＪＩＳになって

いるのですけれども、基準器検査の話、基準器検査の技術基準はまだ省令に記載されてい

るものが大半であるということですから、ここで、ここの基準器検査の今の技術基準を特

定計量器に定められているＪＩＳと一体的に整備すると。場合によっては、その技術基準

の今の省令も、今、具体的に省令に書き込まれているのですけれども、そこに例えばＪＩ

Ｓ何番を引用するというふうに、基準器検査の中の技術基準にＪＩＳの番号を引用すると

いう形をとりたいというのがその技術基準の整備ということで、15ページの内容になって

おります。 

 14ページにつきましては、こちらは若干話が変わるのですけれども、こちらにつきまし

ては、その中で具体的にＪＩＳを整備するに当たって、それぞれの計量器ごとにＪＩＳを

定めるというところでございますから、例えば分銅やそういったものから始めますと。順

番の話でございます。 

○田中（康）委員  ありがとうございます。 

○高増部会長  ちょっと私からも質問。今の話だと、基準器そのもののＪＩＳ化という
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ことと別に、基準器検査のほうもＪＩＳ化していくというようなことで、具体的にはどう

やってどう進めていくかとかいうのは。 

○田中計量行政室室長補佐  今、実情でいうと、基準器の技術基準が全て省令に細かく

書いてあります。ですので、具体的に申し上げますと、そこの内容をＪＩＳに移すといい

ますか、もうＪＩＳにするということなんですね。もともとの省令は、そのＪＩＳを引用

するということになります。 

○高増部会長  わかりました。そうすると、でも、詳細についてのガイドラインみたい

なものは別途つくるんですか。それとも…… 

○吉岡計量行政室長  現在も特定計量器は全て検則で技術基準は決まっておりますが、

それをＪＩＳ化して、ＪＩＳから引用し、省令ではＪＩＳの何番によるものとするという

形で記載しておりますが、それと同じように基準器もＪＩＳ化して、省令ではなくＪＩＳ

の規定を変えることによってそれを引用する形でやっていこうと考えております。 

○高増部会長  わかりました。よろしいでしょうか。 

○田中（康）委員  そうすると、実際の基準器検査というのは今までどおりで、ただ、

ＪＣＳＳの試験データを運用できるようになるという面ではそのとおりということなわけ

ですね。 

○田中計量行政室室長補佐  そうです。ですので、この15ページの技術基準の整備で書

かれているようなところはＪＩＳに移すという話であって、別に基準器検査の大きな特性

が変わるわけではありません。 

○田中（康）委員  ありがとうございます。 

○高増部会長  では、ほかに。 

○小谷野氏  基準器に関しましてですけれども、それ以外に15ページ③の整備する要件

のところで「ガイドライン」という文言がありまして、これは産総研が作成するというこ

とにあるのですけれども、ほとんどの基準器に関しまして産総研がやっておりますが、そ

れ以外に都道府県が行う基準器というものもございまして、うちが全く関与していない基

準器もございます。という意味で、産総研以外にここに都道府県の名前もちょっと入れて

いただければと思うのですが、いかがでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  ここは、具体的にいいますと、「制度の信頼性の確保」の

１つ目の「○」のところでしょうか。 

○小谷野氏  はい。そうですね。１つ目。それからあと、ここの一番最後についても、
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「産総研は、都道府県が実施する基準器検査及び海外指定製造事業者に適用するガイドラ

イン等の整備を実施する」というふうにありますけれども、これは実施者が都道府県とい

うことになっておりますので、産総研だけでつくるというよりは、都道府県さんも入れて

いただいたほうがよろしいかと思いますが。 

○田中計量行政室室長補佐  わかりました。産総研と協力して、都道府県と協力してつ

くっていくということで。承知いたしました。 

○戸谷委員  今の「ガイドライン」というものの位置づけなのですが、ＪＩＳを引用す

る形にしていけば、そこにおのずと解釈の余地のない客観的な検査方法が定まるはずであ

りまして、この「ガイドライン」というのは何を想定していらっしゃるのでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  済みません、そういった意味でいうと、ここの基準器検査

の話で若干話が実は混ざっているようなところがありまして、きれいに精査して答申

（案）を作成したいと思うのですが、ここの「ガイドライン」、特に「制度の信頼性の確

保」の１つ目の「○」は、例えばＪＣＳＳを活用するためのガイドラインですが、今まで

は、一応制度上は都道府県が実施する基準器検査にもＪＣＳＳの結果の活用はできるので

すけれども、ガイドラインがないために余り活用されなかったという話がありまして、こ

こで１つ目の「○」ではガイドラインを産総研が作成するという記載をしております。 

○戸谷委員  そうしますと、ＪＩＳで例えば分銅の材質が定められたと。それと違うも

のをガイドラインで認めるというような、そういう趣旨のものではないと理解してよろし

いですか。 

○田中計量行政室室長補佐  そうですね。そういう趣旨のものではないです。 

○高増部会長  ＪＩＳの場合も、どこまで細かく書くというのは立場が随分違っていて、

最近は性能しか書かなくて、検査についても基本的な方法しか書いていなくて、不確かさ

は自分で見積もれみたいな書き方もあるので、やはり実際使うときの細かいガイドライン

は、それはそれで必要だというような気がします。 

 では、ほかに何かご指摘の点は。 

 計量士のところについては特段ご意見が出ていませんけれども、よろしいでしょうか。 

○小林委員  10ページの「○」で、「短期的取組み」の中で「計量士団体等」という用

語を使われていまして、12ページについては②の括弧の中の「短期的取組み」で「計量士

団体等」と、一番下の「○」に「計量団体」と、これの使い分けというのは何か理由はご

ざいますか。 



- 21 - 

 

○田中計量行政室室長補佐  ご指摘ありがとうございます。確かに、もう少し明確にし

たほうがいいとは思いますので、精査をします。 

 一応、「計量士団体」というと、計量士が所属していらっしゃる団体を指しています。

「計量器団体」といいますと、例えば製造メーカーなどが入るところとなります。例えば、

「計量団体」というと、もう少し広く意味合いをもちまして、計量士団体も入りますし、

計量器団体も入ります。場合によっては、いわゆる適正計量管理事業所を取得しているよ

うなところも広い意味合いでは入るかと思います。そういったことなので、ちょっと微妙

に使い分けはしているのですけれども、若干確かにわかりにくいとご指摘いただければそ

のとおりだと思いますので、もう少しわかりやすくします。ありがとうございます。 

○高増部会長  ありがとうございました。 

 それから、あと、適正計量管理事業所制度のところ、12ページ目のところは少し前回か

ら変わっておりますけれども、この辺については特にご意見はございますでしょうか。 

○小林委員  そうですね。かなり、こちらに書かれているように、制度自体もう少し整

備をすることをお考えになっていらっしゃるかなとは受け取っておりますけれども、適管

の推進というのは日本独自の計量の制度ですから、これは全般的に民間活用という考え方

からすれば、やはり推進をお願いしたい。私どもの団体としても、いろいろな機会を捉え

て事業者の拡充というか、そういうことは考えてはいるのですけれども、行政サイドから

もちょっとご支援をお願いできればと思っております。 

○高増部会長  そういうつもりだということですか。 

○田中計量行政室室長補佐  そうですね。ありがとうございます。適正計量管理事業所

制度なのですけれども、もちろん計量器の自主管理の推進・促進という意味では、もちろ

んこの制度は推進すべきものであります。一方で、適正計量の確保という観点から申し上

げますと、行政側としては、いわゆる普通に定期検査を受けていただいてもよいですし、

この適正計量管理事業所になっていただいてもよいですしというところで、ある種、どち

らでも適正な計量が確保できるほうでお願いしますという、ある意味中立的な面も一方で

はございます。やはり行政としての役割ももちろん大事なのですけれども、最後はやはり

ここは自主的な取り組みの意味合いのある制度でございますので、やはりそこで実際に取

得をしたいとされるような取り組みになりますと、やはりそこにいらっしゃる例えば計量

士のご協力といいますか、ご助力は不可欠だと思いますので、もちろん行政としてもやる

べきことはやるべきですが、やはり計量士団体のほうでもしっかりこういった取り組みに
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は強化をしてやっていただきたいとは思います。 

 以上でございます。 

○高増部会長  では、１章に関して、ほかに何かお気づきの点とかはございますでしょ

うか。本当に細かい点でも結構でございますので、お願いいたします。 

○戸谷委員  ６ページの上から５行目の――済みません、遅れてきたので、もしかする

とコメントされている可能性があるのですけれども、「営業で使用している最中の計量

器」と書いてありますが、検定に関しては出荷前のものもありますので、全てが「営業で

使用している最中の」というわけではないのではないかと。ちょっと細かなところですけ

れども、疑問に思いました。 

○田中計量行政室室長補佐  ありがとうございます。そのとおりでございます。 

○高増部会長  どうもありがとうございました。 

 いろいろ、一通り全ての項目についてご意見をいただけたと思います。基本的方向性に

ついては大きな反対とかはなかったと思うのですけれども、ちょっと細かい点については

ご意見とかご指摘がございましたので、それはまた事務局と相談しましてご意見を入れて

いきたいと思います。最初にもいったように、やはり制度の信頼性の確保とか、公平性と

か、安全とかいうところが要ですので、その辺のところがちゃんと書き込めるようにいた

したいと思います。 

 では、続きまして、２章のほうについて。これも同じように、まず事務局からご説明を

お願いします。 

○田中計量行政室室長補佐  では、事務局より答申（案）の第２章について説明をいた

します。 

 ページ数で申し上げますと、16ページから22ページになります。 

 こちらにつきましては、「技術革新、社会的環境変化への対応」ということでございま

して、大きく２つ論点がございました。 

 １つ目が「ＩｏＴ等の技術革新への対応」というところでございまして、こちらは前回

第１回の議論でも大変ご議論をいただいた点かと考えております。例えば電力量計のスマ

ートメーター化という話がございましたが、やはり計量器においてもインターネットに接

続して今後活用される場面が大きいという話がございました。16ページのほうでは、こち

らも前回ご提示したような内容を記載しております。 

 「②具体的な見直しの方向性」でございますが、こちらも全体としては前回と同様でご
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ざいます。「従来の計量器ごとの垣根を越え、異業種との連携も図り、官民一体となって

中長期的な視点に立ち、技術基準の検討を行い、必要に応じてＯＩＭＬへの提案を行う」

ということでございます。 

 こちらで「短期的取組み」「中長期的取組み」、それぞれ記載をしております。「短期的

取組み」といたしましては、やはり計量器ごとに状況が異なりますので、計量器団体を中

心に共通的課題を抽出することでございます。「中長期的取組み」になりますと、もう少

し枠組みを広げて、国・産総研・日電検・地方自治体・産業界・消費者団体等が参画する

検討の場を設けまして、中長期的な戦略を策定して、技術基準を策定するということでご

ざいます。この活動は、計量行政審議会において定期的にフォローアップを行うこととし

ております。 

 こちらで、前回ご議論いただいた内容で非常に多かったのが、やはりこの検討をどの範

囲までこの計量制度の中で議論をしていくべきかという趣旨の議論がございました。こち

らを③の「見直しにあたり前提となる条件」の１つ目の「○」に記載をしております。

「スマートメーター、ＩｏＴ技術、ビッグデータ等の技術革新を検討する場合、計量制度

の枠組みを超えた、ネットワークセキリュティやビッグデータの取扱いにおける個人情報

保護の論点に議論が及ぶことがある。当然のことながらこれらの検討状況や影響に配慮す

ることは必要であるが、計量器の精度と計量結果の信頼性の確保に焦点を絞り、封印や計

量表示部の取扱い等に絞った検討が必要である」ということでございまして、やはり計量

制度の中で議論できるような検討に絞るべきであるというご意見を尊重いたしまして、や

はり計量器の精度や計量結果の信頼性の確保、そういったところの検討をしましょうとい

うことに、この答申（案）では記載をしております。もちろんＩｏＴの議論というのはこ

の計量制度だけではもちろんございませんが、そういったことも将来的には連携して議論

をするなりというところを行っていくという状況でございます。こちらがＩｏＴの議論で

ございます。 

 次に、18ページでございまして、「特定計量器への追加」ということでございます。こ

ちらは重要な論点でございます。 

 前回ご提示いたしました自動はかりと、もう一つ、水素燃料計量システム、水素ディス

ペンサーでございますけれども、この２つにつきましては事務局より方向性を提示いたし

ました。自動はかりにつきましては、前回ご提示いたしました内容と方向性としては大き

くは同じでございます。 
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 19ページに「具体的な見直しの方向性」を記載しております。 

 「短期的取組み」といたしましては、まず、中長期的に全国の生産現場に導入されてい

る自動はかりの適正計量を確保する観点から、特定計量器への追加、検定・検査・型式承

認の方法の整備等、所要の見直しを速やかに実施する。まずは、これらの事業者への届出

の義務を課す。具体的には製造事業者ということになりますが、こういった事業者への届

出の義務を課すということになります。 

 「中長期的取組み」といたしましては、製造事業者に対する型式承認ですとか検定の実

施、使用者に対する検定・検査の実施、これらを行うわけですが、もちろんその取引・証

明に使用されるということがこの計量法の前提でございますので、そういった計量器、可

能性が高い計量器を優先するなどして、段階的に、かつ中長期的に実施したいと考えてお

ります。また、加えて、もう既に使用されている自動はかりの検定・検査は、いわゆる構

造検定、型式試験は省略をいたしまして、使用公差のみの義務づけを行うなど、規制によ

る影響を考慮しますということでございます。また、国、産総研、計量器団体等が連携し

てＯＩＭＬ審議に積極的に参画いたしますということでございます。 

 次のページでございます。 

 20ページになりまして、「見直しにあたり整備する要件」で、幾つも、ここは少し細か

い内容も含めて事務局より提示をさせていただいております。 

 例えば、１つ目の括弧ですと、「検定の対象・範囲等」ということで、例えば先ほど申

し上げました取引・証明に使用されていなければいけませんなど、そういったことを記載

しております。 

 ２つ目でございます。「検定・検査等の技術基準及び指定検定機関等の整備」というこ

とでございまして、将来的には、やはりこういったものの検定ですとか検査は、どこが実

施するのかという議論は必ず出てまいります。そこを２つ目の「○」に記載をしておりま

す。「検定・検査を行う実施主体は、自治体で実施しないことを原則とし、計量関連企業、

計量団体等は、指定検定機関・指定定期検査機関に参入するための体制等の整備を速やか

に実施する」と記載しております。つまり、先ほど第１章でご議論いただきました指定検

定機関の箇所でございますが、こちらがやはり実現してこそこの検定・検査を実施するこ

とができるということになりますので、ここをしっかりやっていくということでございま

す。 

 また、３つ目の括弧でございますが、「使用者に対する影響への配慮」ということでご
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ざいまして、やはり使用者に対する影響を考慮すべきであると考えております。そういっ

たものをクリアするためにどうすればいいかということなのですけれども、１つ目の

「○」が最たるものなのですけれども、どういう検査をするかということで、なるべく技

術的に負担の少ないような方法で検査を進めていきたいというようなことを記載しており

ます。合理的な運用を整備したいということを書いております。 

 そのために、最後、４つ目の括弧ですが、「関係者が実施すべき体制の整備」というこ

とで、国も含めた諸団体がどのような体制の整備をすればよいかということを記載してお

ります。 

 次に、21ページの「水素燃料計量システム（水素ディスペンサー）」でございますが、

こちらにつきましても前回、特定計量器への追加ということで提示をいたしました。こち

らは、事務局の中で再度検討いたしまして、少し方向性を異なるものにしております。水

素燃料計量システムにつきましては、水素・燃料電池戦略ロードマップというものがござ

いまして、こちらは水素・燃料電池戦略協議会が出しているものなのですけれども、こち

らのロードマップで、水素ステーションの事業の自立化を2020年代後半までに目指す、

「自立化を目指す」という記載がございます。こういった内容も踏まえまして、どの時期

に特定計量器への追加をすべきであるかということを、いま一度検討をいたしました。 

 ここで、22ページ、②の「具体的な見直しの方向性」ということで記載をしております。

「短期的取組み」といたしましては、ＯＩＭＬへの新規提案を実施するというところでご

ざいますが、「中長期的取組み」といたしましては、「ロードマップにおいて、水素ステー

ション事業の自立化目標時期としている2020年代後半には特定計量器に追加していること

を目標とし、検定・型式承認の実施に向け、国、産総研、計量器メーカー、供給事業者等

が連携し、検定・型式承認の技術基準、実施体制の検討を行う。なお、この特定計量器へ

の追加の目標時期については、ロードマップの改訂状況を踏まえ検討を行う」という記載

にしております。 

 加えて、③の「見直しにあたり整備する要件」の２つ目の「○」にも同じような趣旨の

記載をしております。「ロードマップの達成状況等を踏まえ」という記載をしております。

こちらにつきましては、やはりもともとの水素ステーションの普及状況等、ある種状況を

みながら、どの時期に特定計量器への追加をするか、または検定を実施するかどうかとい

うことを検討しなければならないというところでございまして、今すぐにというわけでは

なくて、もう少しロードマップの状況と、あと、もともとの普及状況をみながら検討をし
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ていくという書きぶりにしております。ですので、この特定計量器への追加につきまして

は、この答申（案）の内容といたしましては、自動はかりについては短期的に特定計量器

への追加を行うということで、「短期的取組み」に記載をしております。水素につきまし

ては「中長期的取組み」というところで記載をしております。 

 事務局からは以上でございます。 

○高増部会長  ありがとうございました。 

 では、第２章について議論をしたいと思います。 

 まず最初に、Ⅰのほうの「ＩｏＴ等の技術革新への対応」というところで、前回もいろ

いろ、スマートメーター、ＩＣタグについてご意見が出ていましたけれども。 

○木戸委員  電気事業連合会の木戸ですけれども、ここの大事な技術革新への対応とい

うことで今回の答申をみせていただいています。 

 まず、質問といいますか、中身についてですけれども、16ページの、この「具体的な見

直しの方向性」の「短期的取組み」の中の、ニーズはそれぞれ異なるのだが、計量器団体

を中心に共通的課題を抽出するとあるのですけれども、ここでいうところの「計量器団

体」というのが、上のほうに出てきますユーティリティメーターごとの団体をイメージさ

れているのか、それとも大きな意味での計量器として扱っている団体のほうから意見を聴

取するのかというところをちょっとお聞かせいただきたい。 

 その趣旨は、今このユーティリティメーターということで３つ挙がっているし、ほかに

もあると思うのですが、なかなか、私も電力なものですから電力量計しか知らないのです

けれども、多分それぞれのニーズと役割というのが違ってきていますし、それがこの一番

最初に書いておられるところだと思うのですが、共通的な課題を洗い出す前に、もし別々

に違うということであれば、逆にいうと、まずは各メーターといいますかメーター個々に

もう少しニーズとか課題を何か抽出しないと、世間的にユーティリティメーターというく

くりの中で、利用者側はそうだと思うのですけれども、もし可能であれば「短期的取組

み」の「共通的課題」の前に何か入れていただけないかなというところが、この答申をみ

たときの意見です。 

 それと、これは修正という感覚ではないのですが、ＩｏＴ関係の技術革新という話にな

りますと、どうしても、後のほうでＩＣタグのところに書いていただいているのですが、

費用対効果が非常に大きくかかわってくると思います。先ほど時間軸で、短期が２～３年

とか、中長期が10年と説明がありましたが、そういった観点だけではなくて、いわゆる費
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用対効果といいますか、もっと大きな観点も、今回の答申の場の議論とは違うのかもしれ

ませんが、必要ではないかなと思います。ＩＣタグには出てきたのですけれども、この辺

がスマートメーターには見られません。私がみたところの意見でございます。 

 ちなみに、この16ページに書いていますように、電力量計だけは既にスマートメーター

という形で導入しておりまして、当然導入の前には国のほうの審議会等々で、ニーズとか

課題とか、私どもかかわりましていろいろな検討をさせていただいています。今後この技

術革新への対応で、いわゆるスマートメーター化というところに関しましては私どもも経

験をどんどんしゃべらせていただいて、貢献はさせていただきたいと思いますので、引き

続きお願いしたいと思います。 

 私からは、最初いいました２点をよろしくお願いしたいところでございます。 

 以上です。 

○田中計量行政室室長補佐  ありがとうございます。 

 １点目につきましては、計量器団体ですが、16ページの一番下のところにございますが、

これは各メーターのいわゆる製造しているメーカーの団体ですので、何か特定の計量器を

指しているわけではなくて、それぞれ個々のいわゆる電力量計の計量器団体、ガスメータ

ーの計量器団体もあります。また、それ以外の計量器団体ももちろん含まれるということ

でございます。 

 ここで「共通的課題を抽出する」というふうに記載しているのですが、もちろん共通的

課題ではなくて、それぞれの計量器に特化した課題ももちろんそれは出てくるとは思いま

す。それはそれで、いわゆる抽出はするのだろうというふうには考えているのですけれど

も、ここで記載した趣旨は、それぞれの計量器の団体も入っていただいて、その中で、そ

れぞれ、まず個々の洗い出しもしながら、共通的になっているのはある種この部分ですね

という、そういう洗い出しをするのであろうというふうに考えております。もし、もちろ

ん、もう少し適切な記載ぶりをする必要があれば、ここはちょっと書きたいと思います。 

 ２つ目につきましては、その費用対効果の、17ページのここに関係した大きな記載ぶり

ということなので、ここはむしろ事務局からというよりも、むしろもう少し皆様からご意

見をいただきたいところではあるのですけれども、いかがでございますでしょうか。 

○高増部会長  どうでしょう。１つは、スマートメーター全体という話になるともっと

広い話になってしまって、一応この「見直しにあたり前提となる条件」の最初にも書かせ

ていただいたように、一応計量器の精度とか計量結果の信頼性というところがここでのメ
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ーンだということで、だから、スマートメーターの費用対効果という話になると、多分ち

ょっとここでの議論ではないような気もするのですけれども、どうでしょうか。 

○木戸委員  私も、下の絵がどうしても頭に入ってしまいまして、スマートメーターの

範囲といいますか、大きな範囲は、また違う意味で、当然技術としてはどんどんやってい

かなければいけないことというのは理解するので、今回の論点が、先ほどいいましたいわ

ゆる計量器の部分のさらに精度とか信頼性という話に絞られたということであれば、今ほ

ど事務局のほうも、会長さんのほうのご発言もすごく理解できるのですけれども、この絵

をみたときに、ここの絵までをイメージして今回の答申という形になるのであれば、非常

に費用対効果といいますか、それぞれの個々のメーターに対しても、仮に私ども電力量計

メーターというのは当然もうある程度のスマート化を今どんどんやっていっているわけで

すが、ほかのやつも含めてもすごい費用になると思います。きょうほど聞かせていただい

た先ほどの論点が、前回の意見も踏まえまして絞られているといいますか、計量部分だけ

をまずイメージしてということであれば、私も、大きな費用とかそういうのはここで議論

する場ではないというのは理解するので、何となくこの言葉と下の絵のマッチングといい

ますか、それがちょっと、ぱっとみたときに非常に気になって、さらにＩＣタグで一個一

個タグをつけたら費用がかかるという程度でいうと、メーターだって一つかえるとそうな

るのだろうなと。ＩＣタグのところ、逆に費用というのは、今回費用があったのでという

ことで将来の課題となったのであればという意味でして、両方とも当然費用はかかってい

くわけでして、その辺のマッチングといいますか、この答申書としてのことがあるので、

ちょっとまた記載という意味では私も理解は当然しているつもりなので、またご相談させ

ていただければという意味でして、非常にこだわりがあってここに書きたいとかいうつも

りではございませんので、よろしくお願いしたいと思います。 

○田中計量行政室室長補佐  はい。 

○葛西委員  ユーザーのほうでございますけれども、このスマートメーターというのは

非常に魅力的な内容だと思います。ガスとか水道とか電気、これが全部一体的に管理され

て料金化されていくというのは我々もすごく期待しているところでございますので、そこ

の計量がどうなるのだろうかというあたりのところは、何かちょっとわからないのですけ

れども、このスマートメーター化というのはやはり関係せざるを得ないのかなと思いつつ、

お話をお伺いさせていただきました。 

○高増部会長  おっしゃるとおりだと思いますが、それは多分国としての今後の進め方
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とか、そういうところで、もうちょっと多分、経産省の中でも大きな取り組みとしてやっ

ていくということでしょうかね。ありがとうございます。 

 では、ほかにＩｏＴの関係で。 

 では、ちょっと一旦次のほうをみていきまして、次の、２章のⅡの「特定計量器への追

加」、ここは多分今回の答申のかなり大きなところの一つだと思います。 

 まず、自動はかりを特定計量器へ追加する。これは短期的に行うということで、前回も

いろいろご意見をいただいたのですけれども、それを踏まえて、「見直しにあたり整備す

る要件」、20ページ目にはかなりいろいろなことを書かせていただいたのですけれども、

この辺についてもご意見をいただきたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○田中（康）委員  19ページ、「具体的な見直しの方向性」の短期的取組の二つ目の白

丸にある「事業者への届出の義務を課す」という点の確認ですが、これは特に検定を必要

としない型式にするといった意味ではなく、あくまでも検定を必要とする型式にするもの

の、まず最初は製造事業者が誰なのかを特定したいということでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  そのとおりでございます。将来的には、これは検定及び検

査を導入いたしますという中で、すぐにはもちろん検定・検査を導入というのは現実的に

は難しいのは承知しておりますので、まずは実態の把握も兼ねて届出をいただくというこ

とでございます。 

○高増部会長  ほかにご意見はございますでしょうか。 

○田中（康）委員  水素メーターに関しては、今回は型式承認を見送るという事だと思

いますが、検定を必要としない型式を導入することで、技術基準だけは当初からメーカー

に課すことで、将来的に検定を必要とする型式が採用された場合、過去に納入された計測

器でも技術基準への適合が確保できるという意味で、これから本格的に流通する今の段階

から検定を必要としない型式を採用する意義があると考えます。出荷時の技術基準等であ

れば今でも可能である事と、将来的に技術基準を設けたときに、それ以前の、製品が技術

基準から外れているということになると、考えました。 

○田中計量行政室室長補佐  もちろんご指摘のとおりで、これは、世の中に普及が十分

し切っている状態で検定を導入すると、合っていないものが多いですとか、もちろん導入

そのものに何らかのコストなりがかかるというのはございますので、その追加する時期と

いうのは、これからの動向も注視しながら計量行政審議会で引き続きこれは検討していく

議題だと考えております。 
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○高増部会長  私からも質問なのですけれども、ＪＩＳをつくるというような話は、こ

れは進めるということなのでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  水素につきましては、本年の５月にＪＩＳのほうを公示し

ておりまして、これを、今度はＯＩＭＬへの新規提案を目指すという段階に来ております。 

○高増部会長  多分そういうことになると、ＪＩＳは強制規格ではないですけれども、

何らかの目安になるので、ＪＩＳに準拠するという形が業界としてある程度行われるとい

うことが期待できるという。 

○田中計量行政室室長補佐  そうですね。現時点でも業界としてＪＩＳに準拠していた

だくというのは、もちろんＪＩＳは任意のものでございますが、それもお願いするという

ことではあるかと思います。 

○小林委員  20ページですけれども、③の「見直しにあたり整備する要件」の、２項目

めの「検定・検査等の技術基準及び指定検定機関等の整備」の「○」の２なのですけれど

も、「検定・検査を行う実施主体は、自治体で実施しないことを原則とし」というふうに

書かれているのですけれども、これは、法令の中で検定・検査の主体というのが今も定義

づけているのですけれども、そこにもう書き込んでしまうということでしょうかね。それ

とも今から整備をするのか。 

○田中計量行政室室長補佐  もちろん具体的にどういう、具体的な条文というよりこれ

は表になるのですけれども、どういう表にするかというところは、最終的にはこちらでし

っかり検討して決めていくのですけれども、もちろん、そこに自治体は例えば入らないと

いう選択肢ももちろんありますし、その上でどういったところに実施していただくことに

するのかという、つまり具体的に、最終的にどういう表にするのかというところは、今後

検討したいと考えています。 

○小林委員  ありがとうございます。 

 もう一点、次の「使用者に対する影響への配慮」で、一番下の「○」の、ここに「産総

研、計量関連企業、計量団体等は、検定・定期検査での使用者への新たな負担を可能な限

り軽減するよう検討を行う」と。これは、国と産総研さんは行政機関、次は計量関係また

は計量団体。中身の話なのですけれども、検定・検査手数料みたいなものの歯どめみたい

なのとか、そういったことへの配慮ということで、計量団体と計量関係企業に対しては、

今いかなる、自分の自助努力でやりなさい――今まで検定・検査手数料というのは、検定

の手数料を横引きしながら検査の手数料をはじき出して、今は少し、若干コスト的には、
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指定定期検査機関とか、あと代検査の手数料は民間でやるのですけれども、結構安めに設

定されていますので、その辺の工夫というか、ご配慮をお願いしたいなと思っております。 

○田中計量行政室室長補佐  具体的にどう配慮するかというところは結構いろいろな観

点があるかと思いますので、一つ一つ、やはりこの答申（案）にはまだ書き込むと多くこ

ともありますので、この書きぶりかなとは思うのですけれども、もちろん配慮はしていか

ないといけないと。 

 その中の一つは、先ほどの手数料、いわゆるコストの話もあるでしょうし、あと、一つ

は、例を挙げるのであれば、今もいわゆる工場なんかではメンテナンス会社が入ったりし

ていますから、そういったところと例えば実際に検定に入る人と同じタイミングで入るで

すとか、そういった運用面でのいわゆる配慮というのもあると思いますし、ここは結構さ

まざまな配慮が考えられると我々は思っていますので、そういったところを協力してやっ

ていきましょうというところだと考えております。 

○高増部会長  多分ここは重要なところで、前回もご議論があったと思いますけれども、

やはり自動はかりもちゃんと検定対象にしないといろいろな商売の公平性とか安全性とか

が保てないというような状況が一方であるので、皆さん自動はかりを特定計量器にするこ

とにご賛成いただいているわけですけれども、ただ、単にそれをしてしまうと規制が強化

されてコストが上がるということになってしまうので、それをそうではなくする一つの方

法が１章で議論したような、民間の力を導入するとか、効率化をするとか、そういうとこ

ろに多分あるのだと思うので、だから、やはり１章で、例えば非自動はかりの新しい取り

組みがうまくいかないと多分自動はかりもうまくいかないということになるのだというふ

うに思っていますので、ここはやはり関係方面が非常に協力して努力をしないと、黙って

いると単に規制強化されてコストが上がりましたということになると思うので、それを考

えて20ページはかなりいろいろなことを書かせていただいたということになっていたと思

います。 

 というようなことなのですけれども、ほかに、この辺に関してご意見はございますでし

ょうか。 

○一村委員  もう一つの水素計量システムのほうになるのですけれども、先ほどから時

間スケールのことばかり気にして申しわけないのですが、具体的な見直しの方向性の「中

長期的取組み」（２番目）、“水素・燃料電池ロードマップを参考にして2020年を検定実施

開始の目標”とするとなると、やはりこれは時間的には短期的に取り組まないと間に合わ
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ない時間スケールのようにみえるわけですね。それよりも2025年に320ヵ所というもう一

つの目標値があるので、中長期的としてはその2025年を気にされるほうが整合性はあるの

かなという気がします。 

 一方で、先ほど田中（康）委員おっしゃいましたように、いろいろな意味での導入が進

んでいるときに、最終的にそういう基準がつくられたときの不整合が仮に起こったときの

問題もありますので、どちらの目標設定のほうが社会的に合理性があるかということでの

判断になるかと思います。2020年ならどうしてもその準備は短期的になるのではないかと

いうことで少しご指摘させていただきました。 

○田中計量行政室室長補佐  ここはご指摘のとおりだと思いますが、水素ステーション

の事業の自立化ということで申し上げますと、「2020年代後半」というふうにロードマッ

プには記載している状況でございます。一つとしては、この自立化に向けて特定計量器へ

の追加ですとか検定を目指すという議論もございますが、状況によっては、例えばその普

及状況によってもう少し早く検討すべきだということも当然情勢によっては出てまいるか

と思います。ですので、ここで「中長期的取組み」に今は置いていますけれども、ここで

中長期的でいいんだということでもなくて、継続的にご議論をいただくということかと思

います。 

○高増部会長  では、２章全体について、ほかに何かご指摘とかご意見はございますで

しょうか。よろしいでしょうか。 

 では、順調に進んでいると思いますので、今から10分間、３時５分まで休憩をさせてい

ただきたいと思います。３時５分から引き続き残りの議論を進めたいと思います。よろし

くお願いいたします。 

○高増部会長  では、引き続き議論を進めたいと思います。 

 では、残りですけれども、第３章について議論に移りたいと思います。 

 では、事務局より説明をお願いします。 

○田中計量行政室室長補佐  では、事務局より答申（案）の説明をさせていただきます。 

 ページ数は23ページになります。 

 こちらが、第３章「規制範囲・規定事項等の再整理・明確化等」ということで項目をま

とめております。 

 23ページから出てまいりますのは、主に環境計量の観点でございます。25ページまでが

環境計量の論点でございまして、計量証明事業に関する論点でございます。 
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 こちらは、見直しの論点につきましては、例えば計量証明事業に登録の際に必要な機器、

最低設備の見直しですとか、都道府県によって指導がより均一化されるべきではないかと

いう論点がございましたが、ここの書きぶりでは、もう少し総論的なところから入ってお

りまして、計量証明事業とは何か、あと、もう少しグローバルな視点のようなものも加え

て記載をしております。 

 その中で、「具体的な見直しの方向性」というところも、24ページの枠囲みになります

が記載をしております。方向性自体は前回の議論は変わるものではございません。 

 「短期的取組み」といたしましては、計量証明事業の登録に当たって必要な最低設備に

つきましては、関係者の意見を聴取の上、現行の濃度の区分の見直しの是非も含めて設備

の見直しを検討したいと考えております。こちらは、やはり技術的と申しますか、やはり

細部にわたるところもございますので、若干、短期といえども時間はかかるかもしれませ

んが、ぜひこれは着実に取り組んでいきたいということでございます。 

 「中長期的取組み」といたしましては、この見直し、最低設備の見直しは、やはり定期

的に実施するのが望ましいのではないかというご指摘もございましたので、定期的に見直

すと。また、加えて、やはり国内の状況だけに目を向けるのではなくて、国際的な状況、

海外でそもそも環境計量がどうなされているか。もちろん日本の環境計量の仕組みと海外

とは若干差異があるというようなこともございますので、グローバル化を見据えた在り方

の検討も行うということになります。また、加えまして、都道府県の指導のレベルの均一

化、これはやはり詳細なガイドラインがないために都道府県の指導のレベルに差があるの

ではないかということでございますので、そういったものも設定するということがござい

ます。 

 ここにちょっと別の論点を、前回出た論点を記載しておりますが、「中長期的取組み」

の４つ目の「○」で、単位の話がございまして、質量分率と体積分率の明確化については

ここで記載をしておりますが、「計量証明団体で自主的な標準化を行うのが望ましい」と

記載しております。 

 また、次の（ⅱ）では計量証明検査についての記載でございますが、こちらもいろいろ

な観点からのご指摘があったのですけれども、主としては在り方の見直しの検討であろう

と。つまり、計量証明検査の実施方式ですとか検定との関係についての整理などを行いま

して、特定計量器に対して最小の規制コストで最大の効果が得られるよう、在り方を検討

することが望ましいと。その中で、どういったものがあるかということを、細部について
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意見照会も行いながら進めていくべきではないかという話でございます。 

 「具体的な見直しの方向性」は25ページの枠囲みに記載をしております。 

 「短期的取組み」といたしましては、計量証明検査について、また、計量証明検査と検

定について、関係者の意見を聴取するなど実態の把握に努め、在り方を検討する。 

 「中長期的取組み」といたしましては、例えば立入検査についてガイドラインを設定す

る。これはやはり計量証明検査というのは特定計量器に課せられている検査ですから、計

量証明事業者ですとか、その事業所、そういったものに、設備に課せられている計量証明

検査ではありませんから、立入検査でこういったものをどうするかというものを確認する

とともに、その都道府県の指導レベルの均一化にも努めましょうということでございます。 

 計量証明については以上でございます。 

 続きまして、26ページからが「計量器による適正な計量の実施の確保」ということでご

ざいまして、計量器に関するもろもろの論点につきましてはこちらで記載をしております。 

 それぞれ、詳細につきましてはこちらは説明を割愛させていただきますが、現状の制度

を維持するものと、見直しを短期的に行うものと、両方ございます。現状の制度を維持す

るものの中でも、「中長期的取組み」としてどういうことができるかということをなるべ

くこちらに記載をしてございます。こちらが26ページから28ページまでになっております。 

 「短期的取組み」として行いますものだけをちょっと取り上げますと、27ページにござ

います（３）の「非自動はかり等に対する初回定期検査免除の特例措置の廃止」というも

のがございまして、直近の大改正は平成５年に計量法の施行がございましたが、そのとき

に特定計量器に追加されたものの特例措置の話でございまして、これは「短期的取組み」

として措置をしたいと。つまり、特例措置の意義は薄れたので、これを廃止すべく所要の

見直しを行いたいと。ただし、20年余りの運用によって、その特例措置自体が定着してい

ますので、事業者への周知やその対応のために猶予期間を設けることとしたいというふう

にしております。 

 もう一つ、「短期的取組み」がございますのが、27ページの下の（５）です。「検定・定

期検査証印等の年号表記及び表示方法の統一」ということで、いわゆる打刻による証印の

話なのですけれども、これにつきましても適切なものとして、わかりやすいマークとしま

すということでございます。 

 ページをめくりまして、28ページになりますが、「短期的取組み」といたしましては、

「他の証印と統一的に使用者及び消費者にとって分かりやすい表記方法、かつ、はり付け
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印を原則とすべく、所要の見直しを速やかに実施する」。今までは打刻だったのですけれ

ども、はり付け印というのはシールも含まれますので、こういったシールでもよいとすべ

く行うと。もう少し、「見直しにあたり整備する要件」として詳細に記載をしております。 

 次の論点でございますが、29ページになりますと、「商品量目制度」について記載をし

ております。 

 こちらにつきましては、食料品などを中心にして計量して販売される商品について決め

られている制度でございますが、こちらにつきましても論点としては触れております。前

回と記載内容は大枠では同じものでございます。 

 30ページに「具体的な見直しの方向性」を記載しておりますが、「商品量目制度につい

ては、現状の制度を維持しつつ、運用面での改善を行う」としております。 

 「短期的取組み」といたしましては、やはり国が主導して自治体と特定商品の該非、こ

の商品量目制度に該当する特定商品であるかどうかの解釈の統一化を図りまして、事業者

にも情報共有等を行うなど、運用面での改善を行いたいというふうに考えております。 

 また、「中長期的取組み」でございますが、食品表示法等の他法令との関係性も指摘さ

れているところでございますので、こういったものの検討を進めていくと。また、加えま

して、５グラム未満の極少量商品に関する論点もございました。こちらにつきましてもこ

こで記載をしておりますが、そういったものについてはガイドラインの必要性について今

後中長期的に検討する事項であると考えております。 

 あと、次のページ、31ページでございますが、「特殊容器制度」ということで、こちら

も論点がございました。 

 こちらにつきましても、前回の事務局案同様進めますと。要するに、今、発泡酒や第三

のビールを瓶の特殊容器に使用できるように所要の見直しを速やかに実施いたしますとい

うことで、こちらは引き続き短期的に行ってまいりますということでございます。 

 あと、ページをめくりまして、本文といたしましては最後になりますが、32ページでご

ざいます。 

 こちらが「計量制度の運用」ということでございまして、こちらは２つありました論点

を１つにまとめたものでございます。 

 １つ目は、計量制度の中の各種手続で、例えば電子申請など手続を効率化すべきではな

いかという話がございまして、その中で、ＮＩＴＥにおけるＪＣＳＳ・ＭＬＡＰの手続に

おいて、特に電子申請を認めるべく見直しを進めますというところを「短期的取組み」と



- 36 - 

 

して挙げております。 

 もう一つ、別の論点ではございますが、地方自治体間の取り組みで、例えば広域連合の

ような取り組みが必要ではないかというようなところでございまして、こちらにつきまし

ては「中長期的取組み」ということで、国が先進的事例を積極的に情報提供して、地方自

治体が補完・協力する取り組みを検討することとしております。 

 こちらで、一応、答申（案）の本文としては以上になります。 

 33ページからでございますが、「計量制度見直しの21の論点―各論点の方向性（案）

―」ということで、２ページにわたりまして表が記載しております。この論点の21という

のは、前回の議論に出てまいりました21の論点でございます。この「短期的方向性」と

「中長期的方向性」というのが今あるのですけれども、ここは、これまでに本文で出てき

た「短期的取組み」と「中長期的取組み」と同じものが入っています。ですので、本文と

同じ内容が入ってありまして、そこが21の論点ごとにまとめたものでございます。こちら

で一覧を俯瞰することができるというものでございます。 

 次に、これは最後になりますが、35ページになります。 

 こちらに「おわりに」ということで、この答申（案）の締めくくりとして文章を載せて

おります。 

 内容といたしましては、我が国の計量行政の沿革を記載しておりまして、官を中心に執

行主体となっていますが、段階的に規制緩和を実施してきましたということが１段落目に

書いております。 

 ただ、やはり、日本自身が世界有数の経済成長と産業発展を遂げて、周辺環境も激変し

ていく中で、従来のモデルから脱却し切れていないのではないかということを記載してお

ります。周辺環境も大きく変わっていくこともございますので、その中で変化や発展に適

切に対応して、国際的に一歩先んじた計量制度の構築を目指すことが求められるのではな

いかということを書いております。 

 その実現のために――「これまで」以降の段落ですが、官民一体となって、例えば技術

基準の策定に取り組んだり、民間の参入を促進したり、そういったことが信頼性の確保の

基盤強化につながることにほかならないのではないかと記載をしております。 

 そのために、国は、本答申の内容を十分に踏まえ、速やかな見直しを行うことを期待す

ると。また、中長期的に取り組むべきものについては、その進捗時期についてフォローア

ップを行い、その評価、適時の見直しを行うことを期待すると記載をしております。 



- 37 - 

 

 最後の文章になりますが、「これらの見直しや取り組みを通じて、次なる10年を新たな

る計量制度の出発点とすべく踏み出していくこととしたい」と、ここで締めくくりとして

おりまして、今後やはり中長期的ということで、冒頭に５年から10年という説明をいたし

ましたが、やはり今後の10年間を計量制度の一つの起点とすべく見直しを進めていくべき

ではないかということで、答申を作成しているということになってございます。 

 最後、36ページからは、計量行政審議会の開催実績と委員名簿等を記載しております。 

 事務局からは以上でございます。 

○高増部会長  ありがとうございました。 

 では、今、３章と、その後のところの説明がありましたけれども、これらについてご意

見を。 

○田中（正）委員  日環協の田中でございます。 

 一番最初が計量証明事業ということなので、環境計量の立場から、２つほど発言させて

いただきます。１つはガイドラインについてと、それから計量証明検査ということでござ

います。 

 まず、24ページと25ページ、中長期の中にガイドライン云々と書かれている件で、前回

のこの会議のときに、現状の立ち入りのガイドラインについて公開できるものは近いうち

に公開しますというご回答はいただいた上での要望なのですけれども、技術要件の整理や

ガイドラインの策定を中長期というところに書かれてしまうと、５年から10年ということ

になってきますと、前々から発言させていただいているように、都道府県によって差異が

あれば、もし10年スパンと考えたら、さらに差が出る可能性があります。というのは、自

治体によっては、これはいいだろうと思ってすぐさま取り組むところもありますので、な

おさら差異が出る可能性があるということです。多分、勝手な解釈なのですが、「中長期

的取組み」に入れたのは、都道府県の指導のレベルの均一化と、いわゆる組織的・人的・

費用的なことも加味して中長期に入れているのかなと勝手に解釈していますので、24ペー

ジと25ページの括弧書きの「技術要件の整理やガイドライン等の策定」、ここについては

短期の取り組みのほうに入れていただきたいと思います。均一的指導レベル云々について

は中長期でも構わないのですが、まず１点としては、ここを短期のほうに入れていただく

ということはいかがでしょうかというのがまず１点でございます。 

○田中計量行政室室長補佐  この技術的要件の整理とガイドライン等の設定、もちろん

着手すべき内容でありまして、もちろんそれはすぐ取り組まなければいけないということ
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は認識はしつつも、どこまでのいわゆる難易度でここをされますかと、そういったところ

もありまして、割とそういった意味では控え目に中長期というふうには書いていたのです

けれども。 

○田中（正）委員  できましたら、といいますのは、例えば24ページの括弧書きの、

「計量証明事業は、グローバル化を見据えた在り方の検討を行う」ということも中長期に

書かれていまして、技術的要件を同じ期間に並行して議論しているというのはちょっと違

うのではないかと。先に技術要件ができ上がっていてグローバル化の検討に入るのではな

いか、時間的なスパンを考えたときは、やはり技術要件は短期のほうではないかなという

気がするんです。それはまた議論していただければいいのですが、要望として、ぜひこち

らへお願いしたいということでございます。 

○田中計量行政室室長補佐  では、事務局で再度検討いたします。 

○田中（正）委員  それから、前回もちょっと時間をいただきましたが、計量証明検査

について。今回、関係者の意見を聴取することと実態の把握ということを書いていただい

て、在り方を検討すると、非常にありがたいことなのですが、前にもお話しさせてもらっ

たことをもう一度ここで繰り返させていただきますと、３年に１回の計量証明検査を確実

に行われている自治体、それから、自治体が行わずにＪＱＡの出向における検定を受ける

ことをもって計量証明検査にかえられている自治体、それから全くやられていない自治体、

にはこういう差が出ております。先ほどの田中補佐のお話のとおり、この計量証明検査は

検定だけではないということを加味しても、やはり若干差があるということを、自治体に

よっては難しいということであれば、例えば５年、６年、８年の検定のスパンを短くする

ことでそれにかえられるとか、そうなるともう計量法の改正になりますからそれは無理だ

ということであれば、何とかこれを３年で徹底するとかいったことの議論をぜひやってい

ただきたいと思います。これはあくまでも今後の検討の中の在り方という中で結構なので

すが、私どもの要望ということで発言させていただきます。 

 以上です。 

○高増部会長  最初のほうのガイドラインの話ですけれども、都道府県指導のレベルの

均一化ということよりも先にガイドラインなんかの設定を。 

○田中（正）委員  はい。といいますのは、５年でもちょっと長いかなと思っているの

です。私の知っている限りでも、２～３年前に、自治体がこうあるべきだというのを、非

常に厳しい立入要件ですが、あるいは補完要件をプラスされてきている自治体もございま
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す。そうすると、５年、10年たつ間にさらにそういったことが進んでいくとだんだん差異

が出てくるということがありますので、統一したガイドラインをつくられるのであれば、

できるだけ早いほうが良いと思っております。 

○高増部会長  ありがとうございました。 

 では、ほかにご指摘の点等ございますでしょうか。 

○小林委員  「計量器による適正な計量の実施の確保」の一番最後なのですけれども、

28ページの一番最後の「○」で、「証印のデザインは国民にとってなじみのある表示とす

べく、公募によって決定する」という書きぶりなのですけれども、これは確認なのですけ

れども、検定証印は変えられるのか。 

 それと、実は、一般的に、はかりについては定期検査の合格シールで一応明確にある程

度は、次期の定期検査の年ぐらいは大きく表示できるようなシールを使っていまして、あ

と、検定対象品で有効期限のある燃料油メーターとか、タクシーは１年に１回装置検査な

のですけれども、あと、電力量計とか水道メーター等にもシールで、その次期の更新年月

というのはご案内は今現状でされているとは思うのですけれども、こちらとの関係と、検

定証印自体の掲示を見直すというのはどこまでおやりになるのかというご確認でございま

す。 

○田中計量行政室室長補佐  こちら、証印のデザインの変更、公募につきましては、今

では、現段階では案の段階ですけれども、前向きに事務局では検討をしております。 

 一つ、今回の観点で申し上げますと、第１章にも出てまいりましたが、指定検定機関の

見直しという話がございました。こちらで民間事業者の参入をいただくということになり

ますと、やはりこの証印に、どこの指定検定機関が検定を実施したか、そういったことも

明記できる形のものとしたいというふうに考えております。そうなってまいりますと、や

はり一つ新しいものとしたいということがございます。 

 あと、もう一つとしては、やはり現在打刻であるということがございますので、そうい

ったことからも、今の時期が見直す時期には一ついい頃合いではないかと考えております。 

○小林委員  ありがとうございました。 

○高増部会長  ほかに何か。 

○片桐委員  今のに関連して。その一つ上の「○」の「検定済証の発行を行うものとす

る」という記述があるのですけれども、これは、現在、特定計量器ごとに発行するものと

しないものが決まっていると思うのですけれども、これは例えば、はかりについても検定
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済証を発行して、都道府県さんでも発行する、そういう意味合いなのでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  これは、検定済証の発行については、省令に決まっていて、

例えば濃度計やそういったものは発行されて、例えば非自動はかりは、今これは発行する

ことになっていないというものでございます。こちらは、ここで「検定済証の発行を行う

ものとする」と記載をしておりますが、具体的にどこまでこれを実際発行することになる

かというのは、もう少し事務局で精査をします。例えば、指定検定機関のものだけとする

のか、従来の自治体のものをどうするのかという観点もございますので、そこは事務局で

検討させていただきます。 

○高増部会長  ほかに何かございますでしょうか。 

○山崎委員  一番最後の32ページの「具体的な見直しの方向性」のところでございます

けれども、「ＮＩＴＥは、ＪＣＳＳ・ＭＬＡＰの手続において、より柔軟な手段での電子

申請を認めるべく、所要の見直しを速やかに実施する」ということで、ＮＩＴＥとしまし

ても、ＮＩＴＥ内で決められる手続の見直しは進めるつもりでございますけれども、該当

する省令改正が必要になりますので、その部分は国のほうで対応していただけるという認

識でよろしいですか。 

○田中計量行政室室長補佐  はい。それは国のほうでもちろん対応いたします。 

○山崎委員  ありがとうございました。 

○戸谷委員  32ページの、地方自治法及び広域連合というところなのですけれども、ま

ず、本文の記述の表の上、「一部自治連合」とあるのですが、これは多分法律用語ではな

いので、「一部事務組合」のことではないかと思われます。 

 また、表５でありますけれども、事務の委託と広域連合、これはどちらも地方自治法に

基づく事務の共同処理の方法でありまして、表のタイトルが適切でないこと。また、地方

自治法に基づく事務の共同処理として現実に使われているのは、法人格を持つものとして

一部事務組合、広域連合、地方開発事業団、そして法人格をもたないものとして事務の委

託、機関等の共同設置、協議会と、こういうものがありますので、地方自治法の分類に基

づいてここは記述された方がよろしいのではないでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  ご指摘ありがとうございます。修正させていただきます。 

○高増部会長  ほかにお気づきの点とかはございますでしょうか。 

 「おわりに」というところもあるのですけれども、何か追記すべき内容とかがございま

したら、ご指摘いただければ。 
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 35ページの下から２段目のところには、これが重要なのだと思うのですけれども、「信

頼性を確保し、安全・安心……計量人材を育成し」というようなことに、計量関係機関・

業界団体等による……主体的な取組み」ということを書かせていただいているので、これ

は今後もぜひお願いしたいというような内容だと思います。 

○戸谷委員  済みません、ちょっと戻ってしまうのですが、検定済証印のことが、シー

ルに、はり付け印にするという方向性が示されているのですけれども、現在、定期検査の

定期検査済証印について、はり付け印が導入されております。これは、当該検査を実施し

た和暦による年号の下１桁を丸で囲って、その右側に実施月を書く。そして、その周囲に

実施機関を書くということで、要は、毎月必要な数をあらかじめ予測して、印刷して用意

しておかなければならないという余計なコストと手間がかかってくるということを一つご

認識いただきたいということと、また、万一これが流出した場合、その影響を考えると、

にわかに打刻からシールがふさわしいというのには疑問がございます。こういう点も踏ま

えていただければと思います。よろしくお願いします。 

○吉岡計量行政室長  そのあたりは、現状を考えまして適切な書き方にしていきたいと

思っておりますので、引き続きよろしくお願いいたします。 

○高増部会長  一応一通り資料２の全体を議論いたしましたけれども、一応ちょっとも

とへ戻りまして、資料２全体で何か追加でご指摘いただけるところがあればお伺いしたい

と思いますけれども、どうでしょうか。 

○大谷委員  一つ教えていただきたいのですが、17ページの、ＩｏＴの関連です。③の

「○」の２つ目で、「共通的課題、ニーズを抽出した上で競争領域・協調領域を明確化し、

協調領域について技術基準を検討する必要がある」とありますが、何と何の間の競争なの

かとか、どの部分の協調なのかがわからなかったのですが。例えば、通信ネットワークの

プロトコルレイヤー的な話なのか、それとも、計量器の精度や計量表示部の取り扱いある

いは封印と書いてあるので、ここのところに関連するものなのか、その点について、意味

がよくわからなかったので、教えていただきたいと思います。 

○田中計量行政室室長補佐  ありがとうございます。こちらは、協調領域ということに

なりますと、先ほどの議論にもある種似てくるのですけれども、例えば計量器ごとにいろ

いろ課題がある中で、先ほど共通的課題を抽出するという話もあったのですけれども、そ

ういった中で、それぞれの計量器の中で共通部分があるかどうかというところを一つ明確

化するということです。協調領域について技術基準を検討する必要があるということでい
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うと、共通部分について検討する必要があるということです。 

○大谷委員  わかりました。あと一つお願いしたいのですが、このⅠのところは、基本

的に大きなタイトルが「ＩｏＴ等の技術革新への対応」というふうになっていると思うの

ですが、これについているこの図が、やはりスマートメーターという絵が結構強くなって

いて、ＩｏＴはもっと広いものだなと思うんですね。ただ、余り広くすると、おっしゃる

ように話が発散するのでということで、この図を少し、やはり何か直したほうが良いと思

います。この図ですと、どうしてもスマートメーターの議論となって誤解を生じやすくす

るような感じがします。○田中計量行政室室長補佐  この図は前回もご指摘をいただい

たことを大変認識をしておりまして、済みません、次回までには修正をいたします。 

○吉岡計量行政室長  ここは、計量の検討領域がわかるように、全体図はこれとしまし

ても、計量の部分はここまでというような形で、わかるようにいたします。 

○高増部会長  ありがとうございます。 

○黒田委員  済みません、関連でちょっと。関連で少し教えていただきたいのですけれ

ども、無線のほうですけれども、Wi-SUNという規格が通りまして、国際標準化されている

わけですよね。次期スマートメーターの候補になっているわけですね。それとすべて、一

緒になるというふうに理解してよろしいのでしょうか。 

○田中計量行政室室長補佐  ちょっとまだ、それとすべて一緒になるというところまで

は、この議論自体がまだ行き着いていないのかなというのが正直なところとしてございま

す。ただ、この計量制度だけの話でどこまでも独立して検討する話でもないとは一方で思

いますので、将来的にはどこかで何かの基準と、同じくするということは可能性としてあ

ると思います。 

○黒田委員  いろいろなところが関係していますので、大変だなというふうに思います。 

○高増部会長  ありがとうございます。 

○田中（康）委員  ＩｏＴに関して、やはり経済産業省がやっているＩｏＴ推進ラボや

ＩｏＴコンソーシアムなど、先進的なロードマップであったり方向性があると思います。

しかし計量・計測との関連では、我々計工連であったり、先進的な考えをおもちの企業様

もある一方で、まだまだよく将来像がみえないという企業も多くあり、できればＩｏＴに

関する勉強会等があると我々としても今後どうするべきか検討を進める上で大いに参考に

なると感じました。 

○高増部会長  ありがとうございます。 
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 ちょっと、先ほども「おわりに」のところで指摘したように、ここの「具体的な見直し

の方向性」とか取り組みは、いろいろ書かれているのは、実際やらないとしようがないの

で、それは国がやる部分もありますし、今おっしゃったように何か勉強会とかそういうと

ころから始めることもあると思いますけれども、国も、地方自治体も、計量器関係の団体

とかも、ぜひそこに協力していただかないと進まないということはご指摘のとおりだと思

います。 

 ほかに何か、全体に対してお気づきの点等ございますでしょうか。 

 それでは、本日の議題２の議論としては一応ここまでといたしまして、本日の意見とか

論とかご指摘の点を含めて、この答申（案）を修正するということにしたいと思います。 

 事務局として特に何か確認することは。よろしいでしょうか。 

 では、その他ですけれども、特に用意はこちらとしてはないのですけれども、何か、ご

意見とかご指摘、今後の進め方等についてございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 では、事務局から、今後の予定について、もう一回説明をお願いいたします。 

○吉岡計量行政室長  本日は熱心なご審議をいただきましてありがとうございました。 

 本日、皆様からご審議いただきました内容を踏まえまして、事務局にて追記した答申

（案）を委員の皆様にメールにて後日お送りさせていただきます。委員の皆様におかれま

しては、お送りしました答申（案）についてご意見等をいただきたく存じます。大変お忙

しいところ申しわけございませんが、メールの送信をいたしましてから１週間程度でご意

見をいただければと思っておりますので、ご協力をお願いしたいと思います。詳細につき

ましては、後日事務局からご連絡をさせていただきますので、よろしくお願いします。 

 次回の第３回基本部会につきましては、７月29日金曜日、10時から12時まで、こちらの

共用会議室にて開催いたしますので、よろしくお願いします。 

 第３回につきましては、それまでの議論を踏まえまして、基本部会としての答申（案）

の最終的な審議をいただく場となっておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○高増部会長  どうもきょうはありがとうございました。非常にちゃんと皆さんにご意

見をいただいたので、きちんとした答申（案）が修正できると思います。 

 今お話にもありましたように、次回は答申（案）という形をちゃんとまとめたいと思い

ますので、ぜひ細かい点も含めてメール等でご指摘をいただければ準備がしやすいと思い

ます。よろしくお願いします。 

 きょうはどうもありがとうございました。では、これできょうはおしまいにしたいと思
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います。 

                                   ――了―― 

 

お問合せ先 

産業技術環境局 計量行政室 

電話:03-3501-1688 

FAX：03-3501-7851 

 


